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そうした状況にある現在、われわれは 1945 年 8 月の広島・長崎の被爆さらに第五福竜丸の
ビキニ環礁での被曝から福島原発事故に至るまで、原子力（核）といかに関わってきたのかと
いうことを、改めて振り返る必要があるのではないか。とくに日本人は甚大で深刻な原爆（核）



































































































































1945 年 9 月、東條内閣の軍需次官を辞任して郷里の山口に帰っていた岸信介は、A 級戦犯
容疑者に指名され、逮捕された。横浜拘置所から移送され巣鴨拘置所に収容されたが、起訴を
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その後、岸は 1955 年の保守合同と 1960 年の安保改定に取り組み、戦後政治史に大きな足跡
を残す。敗戦後の諸政党の激しい合従連衡のなかで 1953 年に自由党に入党した岸は、同年 4
月の総選挙で衆議院議員に初当選した。そこで三木武吉とともに取り組んだのが自由党内の「反
吉田茂」勢力と、改進党、日本自由党の「保守集結」であり、1954 年 11 月に自由党を除名さ
れた後、日本民主党を結党、幹事長となり鳩山一郎内閣を実現する。さらに、日本民主党とこ
れまで対立していた自由党との保守合同に尽力し、左右社会党が合同した 1 か月後の 1955 年
11 月 15 日に日本民主党と自由党との合同によって自由民主党が成立するに至る。こうして、




臨時代理に指名されたのち、2 か月余りの短命で終わった石橋内閣を引き継ぎ、1957 年 2 月

















































問の嵯峨根原研副理事長、茅誠司東大学長、兼重原子力委員らから進言があり、1958 年 1 月 6
日、年頭の視察先に茨城県東海村の日本原子力研究所が選ばれた。東海村では、前年 9 月に完
成したばかりの第 1 号実験原子炉をはじめ、研究室や建設中の第 2 号原子炉などを 1 時間余り























う　両岸主義」『朝日新聞』1957 年 5 月 27 日）。その一例として、彼の核実験反対の姿勢につ
いて検討してみよう。岸は米国などが実施・計画していた核実験への反対を明確に主張してお
り、「反核外交の骨格が出来上がった」（『朝日新聞』1998 年 6 月 14 日）のも岸内閣時代であっ
たと評価されているからである。












同年 1 月 16 日に国連政治委員会において原水爆実験の国連管理を提案し、参議院は 3 月 15 日、
原水爆禁止に関する決議を行っている。




しかしながら、実験停止を求める日本の訴えにもかかわらず、同年 5 月 15 日にイギリスは
太平洋のクリスマス島で第 1 回水爆実験を強行し、米ソに次ぐ第 3 の水爆保有国なった。
また、同年 5 月にネバダ州での実験を予告している米政府に対して、4 月 29 日には下田駐
米臨時代理大使が日本政府の訓令に基づき「日本国民の人道に根拠する核実験禁止の要望に対
して重ねて慎重なる考慮を払われることを求める」と、明確な核実験中止申し入れを行ってい








会議の開催を 5 月 24 日提案し、31 日にソ連が受諾した。しかし、米英はともに、その後も
実験をつづけ、両国は 8 月 22 日には 10 月 31 日から 1 年間の実験停止を宣言したが、同日ま
では実験を続行するとしたので、それに反発してソ連は 9 月 30 日より大規模な実験を再開し
た。その後、米英は宣言通り 10 月 30 日から核実験をとめたため、ソ連も 12 月 3 日で実験を
停止するに至る。なお、こうした紆余曲折を経た核実験停止は 1961 年秋まで続くが、その間、






1957 年 6 月の訪米による日米会談では、「核実験禁止」の要請が姿を消したと報道されてい
る（『朝日新聞』1957 年 6 月 23 日）。さらに、訪米直前に、岸が国会で「自衛の範囲内」での
核兵器所有の合憲論を主張しはじめたことで、「反核外交」の本質が露呈し始めた。
3.4　岸による「核兵器容認論」の主張

























言を、きわめて短期間に変化させる。4 月 30 日の参議院外務委員会をはじめ、各委員会にお
いて、核兵器と自衛権、憲法との関わりについて答弁するなかで、自衛権の範囲内で、科学や
技術の発展を踏まえ、核兵器を用いても差し支えがないと、答弁を変えてきたのである。例え


























（1957 年 5 月 12 日夕刊）は、英国では日本が「近代的軍隊建設の決意を固め」たとの見方が
あると伝え、同国が「核実験強行できる」ことに「大喜び」であるとの見出しで、岸発言の






こうした岸政権の政治動向を注視していた米国務省は、1957 年 8 月に「情報報告・日本の
核兵器製造の見通し」と題した秘密文書において、在日米国大使館の報告に基づき、岸政権が
核兵器生産を構想し、67 年までに自力で核兵器を開発するだろうと分析していた（『読売新聞』
朝刊、1985 年 9 月 14 日）。また、ソ連も日本の核兵器武装を懸念し、「中立」の立場をとるよ




























前述のように、アイゼンハワー大統領の国連演説 ''Atoms for Peace''　とその後の米国の世
界戦略、特に核アレルギーの強い日本に対するさまざまな原子力の「平和利用」の推進策によっ
て原子力発電所の建設を許された日本は走り出す。こうしたなかで 1956 年 1 月に発足した原
子力委員会の初代委員長に就任した読売新聞社社主・正力松太郎は、『読売新聞』や日本テレ


























このように、日本への第 1 号原子炉はイギリスから導入されることとなった、1959 年 7 月
14 日、訪英した岸は、ヒントン電気庁長官、モーランド駐日大使の案内で、ブラッドウェル
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